
 

 
 

小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事業を行う法人の法人事業税は、各

事業年度の収入金額を課税標準とした収入割等により申告していただくことになり

ます。（地方税法第72条の２第１項第３号、第72条の12） 

※電気供給を開始した場合は、電気の供給を始めた事業年度から電気供給業のうち小売電気事業等、発

電事業等又は特定卸供給事業に該当します。 

※現に電気を供給している実態があれば、電気事業法に基づく許可等を要する事業であるか否かを問い

ません。（地方税法取扱通知（県）第３章第２節４の９の２） 

 

税区分 課税標準 

税 率 

H27.4.1からR1.9.30まで 
に開始する事業年度 

R1.10.1からR2.3.31まで 
に開始する事業年度 

R2.4.1以後に 
開始する事業年度 

法

人

事

業

税 

収入割 収入金額 ０.９％ １.０％ ０.７５％ 

所得割 
資本金１億円以

下の普通法人等 

（小売・発

電・特定卸供

給業に係る）

所得 

   －    － １.８５％ 

付加価値割 資本金１億円

超の普通法人 

付加価値額    －    － ０.３７％ 

資本割 資本金等の額    －    － ０.１５％ 

特別法人事業税又は 

地方法人特別税 

法人事業税 

収入割額 
４３.２％ ３０.０％ ４０.０％ 

（注1）収入割に加えて、資本金１億円超の外形標準課税適用法人は付加価値割及び資本割が、それ以外の法人は所得割が課されます。 

（注2）令和元年10月１日以後に開始する事業年度は特別法人事業税となります。 

（注3）特定卸供給業に係る税率は、令和４年４月１日以後に終了する事業年度から適用されます。 
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①収入すべき金額の総額 

 

・売上高 
・営業外収益 
・特別利益 

  

②控除すべき金額 

 

・補助金 
・受取利息 など 

電気供給業のうち小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給

事業を行う法人の事業税（収入金額課税）について 

富 山 県 

②控除すべき金額 

・ 国又は地方団体から受けるべき補助金 

・ 固定資産の売却による収入金額 

・ 保険金 

・ 有価証券の売却収入金額 

・ 不用品の売却収入金額 

・ 受取利息及び受取配当金 

・ 需要者等から収納する工事負担金等 

・ 損害賠償金、投資信託に係る収益分配

金、株式手数料、社宅貸付料等 

・ 電気供給業を行う他の法人から電気の

供給を受けて電気を供給する場合に供給

を受けた電気の料金として支払うべき金

額に相当する収入金額 

・ 電気事業者による再生可能エネルギー
電気の調達に関する特別措置法第36条の
賦課金 

・ 託送供給に係る料金として支払うべき金

額に相当する収入金額 

 

税額計算について 

課税標準となる収入金額の算定 

①収入すべき金額の総額 

各事業年度において収入することが確定

した金額で、その事業年度の収入として経理

されるべきその事業年度に対応する収入で

す。 

（注）料金と併せて収入する消費税の金額 

は、収入金額に含めません。ただし、免税

事業者等で消費税として納税しない金額に

ついては、収入金額に含めます。 

主なもの 

・ 各種電灯料収入 

・ 各種電力料収入 

・ 遅収加算料金 

・ せん用料金 

・ 電球引換料 

・ 配線貸付料 

・ 諸機器貸付料 

・ 受託運転収入 

・ 諸工料 

・ 供給雑益に係る収入 

・ 設備貸付料収入 

 

収入金額 

（課税標準） 



 
 

 算 定 方 法 算 定 の 詳 細 

原 則 

電気供給業（収入金額課税）とその他の

事業（所得等課税）の事業部門ごとに区分

計算を行い、それぞれ課税標準額、税額を

算定し、それら税額の合算により申告納付し

てください。 

①電気供給業→収入割及び所得割 

     （及び付加価値割、資本割） 

②その他事業→所得割 

（及び付加価値割、資本割） 

〔両事業部門に共通する収入金額又は経費が

あるとき〕 

共通する収入金額又は経費があるときは、

これらの共通収入金額又は共通経費を両事業部

門の最も妥当と認められる基準 ( 例：売上金

額) によって按分してください。 

例 外 

従たる事業が主たる事業に比して社会通念

上独立した事業部門とは認められない程度

の軽微なものであり、主たる事業の附帯事業

として行われていると認められる場合において

は、従たる事業を主たる事業のうちに含め

て、主たる事業に対する課税方式によって

課税標準額及び税額を算定することができ

ます。 

〔従たる事業の「軽微なもの」の判定〕 

一般に、従たる事業の売上金額が主たる事

業の売上金額の １割程度以下であり、か

つ、売上金額など事業の経営規模の比較に

おいて従たる事業と同種の事業を行う他

の事業者と課税の公平性を欠くことにな

らないものとされています。 

※上表の原則の算定方法による場合、予定申告を除き、申告の際に区分計算書を添付してください。また、一

部の申告書様式をそれぞれの事業ごとに作成していただく必要がありますので、ご留意ください。 

 

小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事業（法第72条の２第１項第３号に掲げる事業）

を行う法人が申告する際には、主に次の書類の提出が必要です。（このほか、必要に応じて関係

書類の提出をお願いすることがあります。） 

〇確定申告・中間申告（仮決算による中間申告）等（令和２年４月１日以後開始事業年度分） 

・ 法人事業税・特別法人事業税・法人県民税の中間・確定申告書（第６号様式（その２））（注1） 

・ 法人の所得金額に関する計算書（第６号様式別表５）（注2）（注3） 

・ 法人の収入金額に関する計算書（第６号様式別表６）（注3） 

・ 法人の欠損金額等及び災害損失金の控除明細書（第６号様式別表９）（注3） 

・ 課税標準の分割に関する明細書（第10号様式）（注3） 

・ 貸借対照表及び損益計算書 

・ 法人税法施行規則様式別表４ 

・ 電気供給業とその他の事業を併せて行う法人の計算書（任意様式での提出が可能） 

・ その他収入金額算定の基礎資料等 
 

（注１） 令和２年度税制改正により、小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事業を行う法人は、第６

号様式ではなく、「第６号様式（その２）」を使用することとされています。（特定卸供給事業に

ついては、令和４年４月1日以後に終了する事業年度から適用されます。） 

（注２） 「第６号様式（その２）」には、所得金額の計算の内訳を記載する欄がないため、所得の計算を行

う場合は、「第６号様式別表５」を使用することとされています。 

（注３） 課税方式の異なる事業ごとに提出の必要があるため、「法第72条の２第１項第１号・第３号に掲げ

る事業」等の欄について、該当する号数を〇で囲み、それぞれの事業ごとに提出ください。なお、

法第72条の２第１項第１号に掲げる事業等については、次の(ア)～(ウ)のとおりです。 

（ア） 法第72条の２第１項第１号に掲げる事業…下記（イ）、（ウ）以外の事業 

（イ） 法第72条の２第１項第２号に掲げる事業…電気供給業（小売・発電・特定卸供給業を除

く）、導管ガス供給業､保険業（生命･損害･少額短期保険業） 

（ウ） 法第72条の２第１項第３号に掲げる事業…電気供給業（小売・発電・特定卸供給業） 

（エ） 法第72条の２第１項第４号に掲げる事業…特定ガス供給業 

電気供給業と電気供給業以外の事業を併せて行う場合について 

ご提出いただく申告書及び添付書類等について 



〇予定申告（令和２年４月１日以後開始事業年度分） 

・ 法人事業税・特別法人事業税・法人県民税の予定申告書（第６号の３様式（その２））（注1） 
 

（注１） 令和２年度税制改正により、小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事業を行う法人は、第６

号の３様式ではなく、「第６号の３様式（その２）」を使用することとされています。（特定卸供

給事業については、令和４年４月1日以後に終了する事業年度から適用されます。） 

 

 

 

Ｑ１ まだ電気供給を開始していない場合の事業年度の課税はどうなりますか？ 

Ａ１ 現に電気の供給を開始していない間は、法人事業税における「電気供給業」に該当

しないため、所得割（資本金１億円超の普通法人は、付加価値割及び資本割を含む）

により申告してください。 

Ｑ２ 電気供給業を開始しましたが、届出等の提出は必要ですか？ 

Ａ２ 事業の種類の変更は届出事項のため、登記簿謄本の写しを添付のうえ、「法人の事

業等変更申告書」をご提出ください。なお、事業の種類の変更により課税標準の計算

方法も変更となる場合がありますので、ご注意ください。 

Ｑ３ 収入金額等課税事業（小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事業）と所得等課

税事業を併せて行っている法人ですが、どのように申告したらよいですか。 

Ａ３ ・資本金１億円以下の普通法人等の場合 

収入金額等課税事業（小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事業）に係る収

入割及び所得割と所得等課税事業に係る所得割を個別に計算したうえで、それぞれの

割ごとに定められた税率を乗じ、その合算額を事業税として申告してください。 

・資本金１億円超の普通法人の場合 

収入金額等課税事業（小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事業）に係る収

入割、付加価値割及び資本割と所得等課税事業に係る所得割、付加価値割及び資本割

の課税標準額を個別に計算したうえで、それぞれの割ごとに定められた税率を乗じ、

その合算額を事業税として申告してください。 

※欠損金の取り扱いについては、下記Ｑ７及びＱ８をご参照ください。 

Ｑ４ 無人の発電設備のみが設置されていて、事務所又は事業所がありませんが、どのよう

に申告すべきでしょうか？ 

Ａ４ 法人事業税は、事務所又は事業所の所在する都道府県に対して納税義務がありま

す。無人の発電設備は事務所又は事業所に該当しませんので、当該設備のみが所在す

る場合には申告義務はありません。 

Ｑ５ 電気供給業を行っている法人が解散した場合、法人事業税において電気供給業に該当

しなくなりますか？ 

 



Ａ５ 法人が解散して清算活動を行う場合、解散前に継続して電気供給業として収入金額

課税事業又は収入金額等課税事業（小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事

業）として申告していたときは、その清算活動についても電気供給業として取り扱い

ます。 

Ｑ６ 中間申告は必要ですか？ 

Ａ６ 収入割を申告する法人で事業年度が ６月を超える法人は、法人税の中間申告義務が

ない場合であっても、法人事業税・特別法人事業税については必ず中間申告納付をし

なければなりません。 

ただし、清算中の法人、法第72条の５第１項各号に掲げる法人（収益事業以外は非

課税である法人）、人格のない社団等、法第72条の24の７第６項各号に掲げる法人

（特別法人）、外国法人で申告納付の期限内に納税管理人を定めないでこの法律の施

行地に事務所等を有しないこととなるに至ったもの（当該事務所等を有しないことと

なる日前に既に法第72条の26第１項の規定により申告書を提出したもの又は法第72条

の９第２項の認定を受けたものを除く。）は除きます。 

Ｑ７ 収入金額等課税事業（小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事業）と所得等課

税事業を併せて行っている場合、所得等課税事業の所得割に係る繰越欠損金を控除で

きるのは所得等課税事業に区分された部分だけですか？ 

Ａ７ それぞれの事業の所得の計算上生じた欠損金額は、翌期以降のそれぞれの所得金額

に限って控除することができます。 

したがって、所得等課税事業に区分された繰越欠損金のみ、翌期以降の所得等課税

事業に区分された所得金額から控除することができます。 

※申告方法については、上記Ｑ３をご参照ください。 

Ｑ８ 令和２年３月31日以前開始事業年度に生じた小売電気事業等又は発電事業等に係る繰

越欠損金を翌期以降において控除できますか？ 

Ａ８ 令和２年４月１日以後最初に開始する事業年度（以下「最初事業年度」といいま

す。）開始の日の前日を含む事業年度において、小売電気事業等又は発電事業等を行

っていた法人が、小売電気事業等、発電事業等又は特定卸供給事業に係る所得割の課

税標準を算定する場合には、最初事業年度開始の日前10年以内に開始する各事業年度

において、当該事業に係る所得を法人税の課税標準となる所得の計算の例により算定

していたものとみなします。 

したがって、令和２年３月31日以前開始事業年度に生じた当該事業に係る繰越欠損

金を翌期以降において控除することはできますが、繰越欠損金の計算の根拠となる資

料を添付して申告してください。 

※申告方法については、上記Ｑ３をご参照ください。 

 

 

【お問い合わせ先】 

富山県総合県税事務所 

課税第一課事業税第一班 ℡ 076－444－4504 


